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二国間・地域的な経済連携協定における知財を巡る状況に関する調査【本編 182 頁～

336 頁】 

GCC諸国等のEPA/FTAの知財章中の商標に関する規定やGCC商標法を含めたGCC

各国の商標に関する知財制度や運用について、文献調査、国内企業へのアンケート調

査、国内企業や国内法律事務所へのヒアリング調査を実施し、整理、分析を行った。 

関連して、日本企業からみた外国商標制度の課題・要望について、大野総合法律事

務所の中村弁理士から紹介がなされた。 

各国における知財制度を巡る状況に関する調査【本編 337 頁～538 頁】 

米国における最近の知財関連注目判決及び知財制度改正動向について、文献調査及

び現地法律事務所への質問票調査を実施し、整理、分析を行った。 

関連して、米国の知財政策の最新動向について、JETRO ニューヨーク事務所の蛭

田知的財産部長から、紹介がなされた。 

また、トルコにおける最近の知財注目判決、知財政策及び知財制度改正動向につい

て文献調査及び現地法律事務所への質問票調査を実施し、整理、分析を行った。 

関連して、同国の模倣品対策の現状と課題について、JETRO ドバイ事務所の後藤

知的財産部長から紹介がなされた。 

国際的な枠組みにおける知財を巡る状況に関する調査【本編 1 頁～181 頁】 

医薬品をめぐる最近の状況について、パンデミック対応を巡る WTO の動向、WHO

におけるパンデミック協定を巡る動向等についてまとめた。 

関連して、国際知財制度研究会の野村委員より、CBD におけるデジタル配列情報

（DSI）のアクセスと利益配分（ABS）に関する議論やパンデミック協定に関する産業

界の対応について紹介がなされた。 

また、WIPO、WTO/TRIPS 理事会における議論の動向、TRIPS 協定に関する WTO

紛争案件について調査・分析を行った。 

関連して、国際知財制度研究会の鈴木委員長から、中国の知的財産権エンフォース

メント事件（DS611）の分析について紹介がなされた。 
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はじめに 

本報告書は、令和七年度『国際知財制度研究会』（以下「研究会」という）において検討

を行った事項についてとりまとめたものである。 

 

今年度の研究会では、国際的な枠組みにおける知的財産を巡る状況、二国間・地域的な

経済連携協定における知的財産を巡る状況、及び各国における知的財産制度を巡る状況に

ついて検討を行った。 

第一に、国際的な枠組みにおける知的財産を巡る状況に関して、「医薬品を巡る最近の議

論の状況」について、WHO におけるパンデミック協定やその後の PABS 附属書交渉の動向

等国際機関の議論の状況（第１部第１章）、委員からのデジタル配列情報（DSI）のアクセ

スと利益配分（ABS）に関する議論とパンデミック協定に関する産業界の対応の発表（同

第２章）について検討した。また、「WIPO、WTO/TRIPS 理事会等、知的財産の専門的なフ

ォーラムにおける議論の状況」について、TRIPS 理事会、WIPO における議論、及び WTO

紛争案件の動向（同第３章）、委員長からの中国の知的財産権エンフォースメント事件

（DS611）の分析についての発表がなされ（同第４章）、禁訴令の問題を巡る各国の状況や

解決に向けた今後の展望などについて議論がなされた。 

第二に、二国間・地域的な経済連携協定における知的財産を巡る状況に関して、GCC 諸

国等の EPA/FTA 知財章の商標規定について、文献調査、国内企業へのアンケート調査、国

内企業や国内法律事務所へのヒアリング調査の結果が報告され（第２部第１章）、大野総合

法律事務所の中村弁理士から、日本企業からみた外国商標制度の課題・要望について、発

表がおこなわれ（同第２章）、GCC商標法と GCC 各国の国内制度との関係、高額な費用の問

題、マドリッド協定議定書へ未加入の問題、一出願多区分制度の導入状況、領事認証の問

題、悪意の商標や周知商標の保護の状況、通過物品の取り締まりなどについて議論がなさ

れた。 

第三に、各国における知的財産制度を巡る状況に関して、米国における最近の知財関連

注目判決及び知財制度改正の動向（第３部第１章）、米国の知財政策に関する発表（同第２

章）がおこなわれ、特許適格性を巡る議論の状況や著作権を含めた AI を巡る議論、利用が

広がっている訴訟ファンドを巡る状況や問題点、PTAB の審理拒否件数の増加や審査官に

よるばらつきの問題などについて議論がなされた。また、トルコにおける最近の知財関連

注目判決及び知財制度改正の動向（同第３章）、トルコの模倣品対策に関する発表（同第４

章）がおこなわれ、グレースピリオドや特許発明の実施義務の問題、特許権侵害等につい

ての刑事罰の廃止の経緯、医薬品に関する権利行使やデータ保護を巡る問題、模倣品に対

する水際での対応や民事、刑事の裁判所を巡る状況について議論がなされた。 

 

なお、本報告書は研究会における討議を踏まえて作成されたものであるが、執筆者名の

表記がある部分については執筆者が記載したものである。 
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